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ロ
ナ
禍
で
財
政
赤
字
が
拡
大

し
、
今
後
の
財
政
や
マ
ク
ロ

経
済
に
及
ぼ
す
影
響
が
気
に

な
る
が
、
日
銀
の
大
規
模
な
金
融
政
策

は
継
続
、
長
期
金
利
が
ゼ
ロ
近
傍
で
推

移
し
て
い
る
た
め
、
財
政
規
律
に
対
す

る
認
識
は
弱
ま
っ
て
い
る
。

　
こ
う
し
た
状
況
の
下
で
先
般
、
内
閣

府
は
「
中
長
期
の
経
済
財
政
に
関
す
る

試
算
」（
以
下
「
中
長
期
試
算
」）
を
公

表
し
た
。
２
０
３
０
年
度
頃
の
名
目
Ｇ

Ｄ
Ｐ
成
長
率
が
１
・
１
％
の
ケ
ー
ス
で
、

国
・
地
方
合
計
の
財
政
赤
字
（
対
Ｇ
Ｄ

Ｐ
）
は
21
年
度
で
８
・
１
％
だ
が
、
29

年
度
は
１
・
７
％
、
30
年
度
に
は
１
・

８
％
と
大
幅
に
縮
小
。
公
債
等
残
高
も

21
年
度
の
２
１
１
％
か
ら
、
30
年
度
は

２
０
２
・
４
％
に
縮
小
す
る
。
こ
の
ほ

か
、
長
期
金
利
が
ゼ
ロ
近
傍
で
推
移
し

て
お
り
、
当
分
財
政
規
律
を
緩
め
て
も

問
題
な
い
と
い
う
意
見
も
あ
る
が
本
当

だ
ろ
う
か
。
結
論
か
ら
言
う
と
こ
れ
は

間
違
い
で
、
ド
ー
マ
ー
命
題
か
ら
、
金

利
が
ゼ
ロ
で
も
財
政
赤
字
は
１
％
程
度

ま
で
縮
小
す
る
努
力
が
求
め
ら
れ
る
。

　
今
期
末
の
債
務
は
今
期
の
財
政
赤
字

と
前
期
末
の
債
務
の
合
計
に
一
致
す
る

が
、
経
済
成
長
す
れ
ば
財
政
赤
字
も
債

務
も
成
長
分
だ
け
縮
小
す
る
た
め
、
Ｇ

Ｄ
Ｐ
比
で
は
、「
今
期
末
の
債
務=

（
今

期
の
財
政
赤
字
＋
前
期
末
の
債
務
）
÷

（
１
＋
成
長
率
）」
と
い
う
関
係
が
成
立

す
る
。
こ
の
式
か
ら
、
成
長
率
＝
ｎ
と

財
政
赤
字
＝
δ
が
一
定
の
と
き
、
簡
単

な
計
算
に
よ
り
、
債
務
は
一
定
値
（
δ

÷
ｎ
）
に
向
か
っ
て
収
束
す
る
（
膨
張

す
る
）
こ
と
が
証
明
で
き
る
。

　
こ
れ
が
ド
ー
マ
ー
命
題
の
コ
ア
な
式

だ
が
、
１
９
９
５
年
度
か
ら
19
年
度
の

平
均
的
な
経
済
成
長
率
は
約
０
・
４
％

な
の
で
、
ｎ
＝
０
・
４
％
、
中
長
期
試

算
の
財
政
赤
字
か
ら
δ
＝
１
・
８
％
と

し
て
計
算
す
る
と
、
δ
÷
ｎ
＝
４
・
５

で
あ
り
、
公
債
等
残
高
（
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）

は
４
５
０
％
に
向
か
っ
て
膨
張
す
る
可

能
性
を
示
唆
す
る
。

　
な
お
、
ド
ー
マ
ー
命
題
が
重
要
な
の

は
、
財
政
赤
字
の
一
部
に
は
債
務
の
利

払
い
費
が
含
ま
れ
て
い
る
が
、
金
利
ゼ

ロ
で
利
払
い
費
が
ゼ
ロ
で
も
、
財
政
赤

字
が
一
定
の
範
囲
を
超
え
て
存
在
す
れ

ば
、
債
務
の
膨
張
が
継
続
す
る
可
能
性

が
あ
る
こ
と
で
あ
る
。
金
利
や
成
長
率

の
大
小
関
係
と
は
無
関
係
で
あ
り
、
ド

ー
マ
ー
命
題
か
ら
、
成
長
率
が
０
・
４

％
程
度
の
と
き
、
債
務
を
現
行
水
準
に

留
め
る
に
は
財
政
赤
字
を
１
％
程
度
に

縮
小
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
も
分
か
る
。
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